
コーポレートガバナンス
CORPORATE GOVERNANCE OPT Holding,Inc.

最終更新日：2018年5月24日
株式会社 オプトホールディング

代表取締役社長 鉢嶺　登

問合せ先：03-5745-3611

証券コード：2389

http://www.opt.ne.jp/holding/

当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

　当社は、社是として「一人一人が社長」を掲げ、社員一人一人が「自ら、決断し、実行し、巻き込み、やり遂げる」という“オプトイズム”を掲げてお
り、「成長に挑戦する企業と人を応援し、次代を切り拓くイノベーションを生み出し、未来の世界への繁栄エンジンとなる」ことをミッションとしており
ます。マーケティング事業を中核に、インターネット時代の大きなチャンスに果敢に挑戦し、次々と新サービスを生み出し、次代の人類の繁栄への
貢献を目指しております。

その実現のためにコーポレートガバナンスの充実は不可欠であり、コーポレートガバナンスに関する基本方針を次のとおりとしております。

(1) 株主の権利を尊重し、平等性を確保する。

(2) 会社情報を適切に開示し、透明性を確保する。

(3) 取締役による業務執行の監督機能の実効性を確保する。

(4) 株主を含むステークホルダーの利益を考慮し、適切な対話を行う。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

【原則1-2-4】

　現在、当社の全株主に占める海外機関投資家等の比率は10％以上20％未満のカテゴリーに入っております。当社は議決権の電子行使制度を
導入し、決算短信、決算説明会資料についても英訳し当社の英文ウェブサイトに掲載しておりますが、より一層の議決権行使の円滑化に向け、
2019年3月開催予定の定時株主総会より議決権電子行使プラットフォームの導入および英語版招集通知の提供を予定しております。

【原則1-2-5】

　株主総会における議決権行使は、基準日における株主名簿上に記載または記録された者が有するものとしており、信託銀行等の名義で株式を
保有する機関投資家等の実質株主の株主総会への出席と議決権の行使を認めておりませんが、株主総会において信託銀行等に代わって自ら
議決権の行使等を行うことを希望される場合に備え対応マニュアル作成や信託銀行等と協議を行ってまいります。

【原則4-1-3】

　当社では、経営理念、ビジョン、価値観、経営の方向性等をふまえた最高経営責任者等のサクセッションプランの策定を進めており、当会計年度
中に当該プランに基づいた運用を開始する予定です。取締役会はその運用状況を定期的にモニタリングしていくとともに、取締役の選解任につい
ては指名報酬委員会の答申を受け、取締役会で審議決定してまいります。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【原則1-4いわゆる政策保有株式】

　当社では、純投資以外の目的で保有する上場株式を政策保有株式として位置付けており、対象先との事業戦略上のシナジーの享受などが図ら
れ、対象先及び当社グループの企業価値の向上に資すると判断される場合において保有するものとしております。

また、 当社は取締役会おいて、政策保有株式について上記方針に基づき一定期間毎に 議論・検証を行っており、保有の意義が認められない株

式については、相手先企業との必要十分な対話を経た上で、適宜売却を検討してまいります。

政策保有株式の議決権行使に際しては、議案毎に以下の点を確認の上、総合的に判断しております。

(1) 対象先の中長期的な企業価値を高め、持続的成長に資すること。

(2) 当社グループの中長期的な経済的利益の増大に資すること。

【原則1-7関連当事者間の取引】

　当社は、取締役の競業取引、利益相反取引に該当する取引を取締役会の決議事項として定めており、その監視をしております。

また、重要な関連当事者取引については、個別注記表等において開示しております。

【原則3-1情報開示の充実】

(1) 会社の目指すところ（経営理念等）や経営戦略、経営計画

　　当社グループの主要事業であるインターネット領域は、これまでに様々なサービスが生まれ社会に変革をもたらしており、デジタル産業革命は
今後益々進展していくことが予想されております。当社は数千社の顧客、日本国内外の販売網、そしてデジタル領域における人材やノウハウを蓄
積し、今後予想されるデジタル産業革命の中で大きく飛躍できる体制を構築しており、これらの当社グループ資産を積極的に活用し顧客のデジタ
ルシフトを支援し続け新しい価値創造に挑戦することにより、未来の社会の繁栄を創ることを存在意義としております。また社是を「一人一人が社
長」とし、社員一人一人が「自ら、決断し、実行し、巻き込み、やり遂げる」というイズムを掲げており、「成長に挑戦する企業と人を応援し、時代を切
り拓くイノベーションを生み出し、未来の世界への繁栄エンジンとなる」ことをミッションとしております。また、新中期経営計画では「THE LEADER　

in DIGITAL SHIFT」というキーワードを軸にあらゆる顧客のマーケティングに変革をもたらすことやデジタル領域関連企業への投資を通して新たな

ビジネスを創出することにより、長期的企業価値最大化を目指しております。

(2) コーポレートガバナンスに関する基本的な考え方と基本方針について

　　本報告書「Ⅰ-１．基本的な考え方」に記載しております。



(3 )経営陣幹部・取締役の報酬を決定するに当たっての方針と手続について

　　本報告書「Ⅱ．経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況」の「報酬の額又はその
算定方法の決定方針の開示内容」に記載しております。

(4) 経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行うに当たっての方針と手続について

　　取締役候補の指名を行うにあたっては、取締役会全体としての知識・経験・能力のバランスを考慮の上、適任と考えられる候補者を選出する方
針としており、その方針を基に、社外取締役を委員長とする任意の指名・報酬委員会での審議を経て取締役会で決議し、取締役の選任案を株主
総会に付議します。

取締役監査等委員につきましては、取締役監査等委員候補者の選定基準を基に、監査等委員会にて審議した上で候補者の選定を行っており　　
ます。

(5) 経営陣幹部の選任と取締役・監査役候補の指名を行う際の、個々の選任・指名についての説明

　　株主総会招集通知における株主総会参考書類にその指名理由を開示しております。

【原則4-1-1取締役会の役割・責務(1)】

　当社は、取締役会に付議すべき事項を定款、取締役会規則、職務権限規程に規定しており、法令及び定款に定められた事項の他、経営の基本
方針に関する事項や中長期の経営計画等の経営上の重要な事項からなっております。

【原則4-8独立社外取締役の有効な活用】

　当社の取締役会は取締役8名、うち4名が独立社外取締役で構成されております。

また、監査等委員会は独立社外取締役3名で構成されております。

【原則4-9．独立社外取締役の独立性判断基準及び資質】

　当社は、独自の独立性基準を策定しておりませんが、会社法に定める社外取締役の要件及び東京証券取引所が定める独立性基準に基づき、
独立役員である社外取締役を選任しております。

【原則4-11-1取締役会・監査等委員会の実効性確保のための前提条件】

　当社は定款で取締役を10名以内と定めており、取締役会は知識、専門性、多様性、バランスの確保という観点から、同業界について豊かな知
識・経験・実績を有する主に社内出身者、また、外部からの有識者を取締役会にて指名しております。

【原則4-11-2取締役会・監査等委員会の実効性確保のための前提条件】

　取締役の上場会社役員の兼任状況は以下のとおりです。　

・鉢嶺　登

　UTグループ株式会社　社外取締役

　ソウルドアウト株式会社　取締役

・石崎　信明　

　株式会社オークファン　社外監査役

　株式会社グローバルグループ　社外監査役

【原則4-11-3取締役会・監査等委員会の実効性確保のための前提条件】

　当社では、現在取締役会の実効性評価を実施しておりません。

今後は外部評価機関等の利用による取締役会の実効性の分析・評価を行い、その結果については概要の開示をしていくことを検討しております。

【原則4-14-2取締役（監査等委員を含む）のトレーニング】

(1) 取締役・監査役の就任時に、当社グループの企業理念及び事業・財務・組織に関する基本的事項の共有を実施しております。

(2) 取締役には、当社グループの事業・財務活動等に関する理解を深める事を目的に随時情報提供を行っております。

(3) 取締役及び執行役員による合宿を年に数回開催し、当社グループの経営理念、企業経営、事業活動等に関する共有と協議により理解を深め

ております。

(4) 社内外の専門家による取締役の役割・責務を果たす上で必要な知識や情報等の習得の機会を提供し、必要に応じて、会社の費用負担による

外部研修の機会を設けております。

【原則5-1株主との建設的な対話に関する方針】

　当社は、代表取締役社長、財務担当取締役が株主や投資家との対話を統括しております。株主や投資家との対話を中心的に取り組む部署とし
てIR担当部署を設置し、株主や投資家との対話を補助しております。

また、決算説明会及び当社ホームページによる情報開示等の実施により、当社の経営戦略や事業環境に関する理解を深めていただくための活
動を実施しております。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

鉢嶺　登 4,904,200 20.59

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 2,718,200 11.41

海老根　智仁 1,436,900 6.03

野内　敦 1,275,800 5.36

BNYM NON-TREATY DTT 1,236,200 5.19



株式会社マイナビ 755,800 3.17

BNP PARIBAS LONDON BRANCH FOR PRIME BROKERAGE CLEARANCE ACC FOR THIRD

PARTY
752,500 3.16

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 471,700 1.98

小林　正樹 450,800 1.89

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口９） 375,600 1.58

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――

親会社の有無 なし

補足説明

(1) 上記大株主の状況は、平成29年12月31日現在の株主名簿に基づいて記載しております。

(2) 上記のほか、自己株式は1,200,062株保有しております。

(3) 当社代表取締役社長鉢嶺登の所有株式数は、本人が株式を保有する資産管理会社のHIBC株式会社が保有する株式数4,899,200株を含めた

実質所有株式数を記載しております。

(4) 当社取締役野内敦の所有株式数は、本人が株式を保有する資産管理会社の株式会社タイム・アンド・スペースが保有する株式数390,800株を

含めた実質所有株式数を記載しております。

(5) エボファンドから、平成29年２月21日付で大量保有報告書（変更報告書）の提出があり、平成29年２月14日現在で1,000,000株を所有している旨

の報告を受けておりますが、当社として平成29年12月31日時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含め
ておりません。

(6) RMB Capital Management,LLCから、平成29年４月28日付で大量保有報告書（変更報告書）の提出があり、平成29年４月21日現在で920,040株

を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として平成29年12月31日時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主
の状況には含めておりません。

(7) レオス・キャピタルワークス株式会社から、平成29年11月８日付で大量保有報告書（変更報告書）の提出があり、平成29年10月31日現在で　　

1,811,100株を所有している旨の報告を受けておりますが、当社として平成29年12月31日時点における実質所有株式数の確認ができませんので、
上記大株主の状況には含めておりません。

(8) みずほ証券株式会社及びその共同保有者であるアセットマネジメントOne株式会社から、平成30年１月11日付で大量保有報告書の提出があ　

り、平成29年12月29日現在でみずほ証券株式会社が24,300株、アセットマネジメントOne株式会社が1,191,900株、計1,216,200株を所有している旨
の報告を受けておりますが、当社として平成29年12月31日時点における実質所有株式数の確認ができませんので、上記大株主の状況には含め
ておりません。

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 第一部

決算期 12 月

業種 サービス業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

　当社は、上場子会社としてソウルドアウト株式会社（東京証券取引所マザーズ）を有しており、当該子会社の独立性を尊重し、当該子会社の利益
が損なわれないように努めておりますが、その際に当社の利益が損なわれないことにも配慮しております。



Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 10 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 8 名

社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 4 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

4 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

石崎　信明 他の会社の出身者

山上　俊夫 弁護士

水谷　智之 他の会社の出身者

四宮　史幸 他の会社の出身者

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

石崎　信明 ○ ○ ―――

石崎信明氏は、中小企業診断士の資格を有す
る経営コンサルタントとしての見地より経営の
客観性や中立性の観点から、議案審議等に必
要な意見・提言等をいただけるため選任してお
ります。

なお、一般株主と利益相反の生じる恐れがな
いと判断し、独立役員に指定しております。



山上　俊夫 ○ ○ ―――

山上俊夫氏は、弁護士としての見地より、議案
審議等に必要な意見・提言等をいただけるため
選任しております。

なお、一般株主と利益相反の生じる恐れがな
いと判断し、独立役員に指定しております

水谷　智之 ○ ○ ―――

水谷智之氏は、㈱リクルート(現㈱リクルート
ホールディングス)にて主に人材ビジネス領域
に携わり、同社人事担当取締役執行役員、㈱
リクルートキャリアの初代代表取締役社長を経
るなどの企業経営者としての活躍をはじめ、社
外では社会起業家育成に携わるなど人材と社
会貢献をテーマに幅広く活動し豊富な経験と幅
広い見識を有していることから、独立した客観
的な立場から経営の意思決定の妥当性及び適
正性を確保するための意見・提言等をいただけ
るため選任しております。

なお、一般株主と利益相反の生じる恐れがな
いと判断し、独立役員に指定しております。

四宮　史幸 ○ ○ ―――

四宮史幸氏は、金融分野における国内外での
豊富な経験及び見識を有していること、また当
社連結子会社であるクロスフィニティ株式会社
の監査役及び監査等委員として監査を行い経
営判断の場における適切な助言及び提言を
行ってきた実績を踏まえ、新たに選任しており
ます。

なお、一般株主と利益相反の生じる恐れがな
いと判断し、独立役員に指定しております。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
委員長（議長）

監査等委員会 3 1 0 3 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締

役及び使用人の有無
あり

当該取締役及び使用人の業務執行取締役からの独立性に関する事項

　監査等委員会事務局は、職務を補助する使用人を兼務の形で配置しております。なお、当該従業員は監査等委員会業務においては監査等委
員の指揮命令下に置き、他の業務執行取締役の影響を排除しております。当該使用人は、当該業務における議事内容の守秘義務、運営方法に
ついて記載された確認書に署名捺印し、事前に監査等委員会宛に提出しております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

　当社は、監査等委員会規則に加え、監査等委員会監査基準を制定しております。また、監査等委員、財務経理担当部門と外部会計監査人とは
緊密に連絡を取りながら、以下の対応を行っております。

(1) 外部会計監査人と事前協議の上、最適な監査スケジュールを策定し、当該スケジュールに基づく監査を実施いたしております。

(2) 定例での外部会計監査人と代表取締役社長との面談、監査等委員会との会合、また、状況に応じて他の取締役や部門長などとの面談の設定

を行っております。

(3) 定例での監査等委員会委員や内部監査部門との監査報告会等の実施により、外部会計監査人とは充分な連携を図っております。

(4) 外部会計監査人から不正の指摘を受けた場合は、代表取締役社長の指示により、当該部門管掌取締役、監査等委員、内部監査部門が連携

し、調査を行うとともに、必要な是正措置を行います。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性



委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 4 0 2 2 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

指名・報酬委員会 4 0 2 2 0 0
社外取
締役

補足説明

　当社では取締役会の機能の独立性、客観性と説明責任を強化する為、取締役の選任及び、報酬制度、報酬額などの妥当性等について審議を
行う取締役会の諮問機関として、任意の指名・報酬委員会を設置しております。

【独立役員関係】

独立役員の人数 4 名

その他独立役員に関する事項

　当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する

施策の実施状況
業績連動型報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

　当社の監査等委員である取締役を除く取締役に対し、単年度の連結業績達成及び中長期の企業価値向上を意識し、インセンティブ（業績連動
型報酬）を導入しております。また、社外取締役及び監査等委員である取締役を除く取締役に対し、取締役の報酬と当社グループの中長期の業
績及び株主との一層の価値共有を進めることを目的として、譲渡制限付株式報酬制度を導入しております。なお、本制度の主旨に照らし、代表取
締役社長グループCEOである鉢嶺登氏、取締役副社長グループCOO野内敦氏につきましては、創業経営者として既に当社株式を実質的に保有
していることから、本制度の対象外といたします。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明

―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

　取締役報酬につきましては、有価証券報告書及び事業報告において、社内・社外取締役別に支給額総額を開示しております。

報酬の額又はその算定方法の決定方針

の有無
あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

　取締役の報酬等は、株主総会で承認された報酬総額の範囲内において、社外取締役を委員長とする任意の指名・報酬委員会において審議し、
取締役会へ答申のうえ決定をしております。また、当社の取締役報酬は、単年度の連結業績達成及び中長期の企業価値向上を意識し構成され
ており、個々の報酬水準については、外部のデータベースサービスをもとにベンチマークを設定し、取締役の毎年の報酬額は、設定された標準報
酬に対して、会社業績及び個人業績を加味して変動しております。

　監査等委員の報酬は株主総会の決議により決定された報酬等の範囲内において、監査等委員会の協議により、監査等委員全員の同意を以て
決定しております。



【社外取締役のサポート体制】

　当社の社外取締役４名のうち３名が監査等委員であり、監査等委員及び監査等委員会の運営を補助する使用人（監査等委員会事務局を構成）
を設置しております。また社外取締役には必要に応じて説明・情報提供等を行うこととしております。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

　当社は、監査等委員会設置会社を選択しております。当社の企業統治の体制は以下のとおりです。

(1) 取締役会

　　当社の取締役会は、取締役8名（監査等委員である取締役３名を含む）で構成されております。月１回の定例取締役会以外に、必要に応じて臨
時取締役会を開催し、取締役間の緊密な情報伝達、意思疎通、迅速な意思決定を行うように努めております。なお、監査等委員である取締役は
取締役会の監査機能とコーポレートガバナンス体制の充実を図っており、その役割を果たしております。

(2) 監査等委員会

　　当社は、監査等委員である取締役３名（全員独立社外取締役）で構成する監査等委員会を定例で月１回開催しております。なお、監査等委員　
は取締役会に出席して監査等委員以外の取締役の業務執行に対する監査を実施しております。なお、監査等委員の長である取締役は、その 他

の社内の重要会議に積極的に出席し、意見等を述べるなど当社及びグループ全体に対してその期待される役割を果たしております。

(3) 内部監査部門

　　当社の内部監査部門は、代表取締役社長直轄の組織として他部門から完全に独立し、社内及びグループ全体における業務や諸制度が適正
に遂行されていることを確認しており、内部けん制の役割を担っております。

(4) 会計監査

　　当社は、金融商品取引法に基づく会計監査契約を、有限責任あずさ監査法人と締結しております。平成29年12月期において業務を執行した公
認会計士の氏名及び監査業務に係る補助者の構成は次のとおりとなります。

　　

　・ 業務を執行した公認会計士の氏名：指定有限責任社員 業務執行社員 山本 守、杉山 正樹、成島 徹

　・ 監査業務等に係る補助者の構成：公認会計士8名、その他7名

(5) 指名・報酬委員会

　当社は、取締役会の機能の独立性、客観性と説明責任を強化するため、取締役の選任、報酬制度及び報酬額をはじめとした妥当性等について
審議を行う取締役会の諮問機関として、指名・報酬委員会を設置しております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

　当社は、コンプライアンスを重視した透明性の高い経営を推進し、企業価値の最大化を推進するとともに、法令を遵守した公平な事業運営を実
現し、企業の社会的責任を果たすため、業務執行と監督の分離や社外取締役等の有識者がチェック等を行うことができる企業統治の体制を取っ
ております。また、当社は、事業リスクの発生を未然に防止し、問題の早期発見及び改善を行うため、監査役、会計監査人及び内部監査室が緊密
な連携を取って、それぞれの観点から定期的に監査を行う体制を取っております。



Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 第24回定時株主総会の招集通知は、法定期日の7日前に発送しております。

集中日を回避した株主総会の設定
株主総会開催日につきましては、当社は３月開催であり、比較的集中日とはならない設定
ではありますが、議案の充分な検討期間の確保を前提として、より多くの株主様が出席で
きるよう、株主総会関連日程を適切に設定するように努めてまいります。

電磁的方法による議決権の行使 電磁的方法による議決権の行使を導入しております。

議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

機関投資家等による議決権行使の円滑化に向けて、2019年3月開催予定の定時株主総
会から、議決権電子行使プラットフォームの導入を予定しております。

招集通知（要約）の英文での提供
海外投資家等による議決権行使の円滑化に向けて、2019年3月開催予定の定時株主総
会招集通知から、英語版招集通知の提供を予定しております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表 当社ウェブサイトに記載しております。

個人投資家向けに定期的説明会を開催 株主総会に出席された株主向けに説明会を開催しております。 あり

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

2018年より四半期終了後、アナリスト・機関投資家向けに決算説明会を開催し
ております。

あり

海外投資家向けに定期的説明会を開催
現在は海外投資家向けの説明会は実施しておりませんが、2018年夏以降に
米国・欧州・アジアへの投資家訪問を予定しております。

なし

IR資料のホームページ掲載
当社ウェブサイトにおいて、決算情報、会社説明会資料、その他の開示情報を
開示しております。

IRに関する部署（担当者）の設置
IR担当部署は、グループ・ファイナンス本部ビジネス・ファイナンス部となりま
す。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

社内規程等によりステークホルダーの立
場の尊重について規定

当社は、持続的な成長と中長期的な企業価値向上のため、株主、取引先等の全てのス
テークホルダーとの連携が必要不可欠と考えております。事業活動をさらに活性化させる
ため、当社が定める行動規範を経営陣が当社及びグループ会社の全社員へ向けて、定期
的に開催される全社会議等を通じて直接説明をするなど企業風土醸成に努めております。

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

“顧客に、社会に、共に働く人々に、先ず貢献すれば、利益はあとから自然についてくる“こ
の「先議後利」の精神を創業以来の企業理念に掲げ、今に至ります。 社員一人一人が

CSRの視点を持ち、オプトホールディングの存在意義である“自立人財の集合体と共に、デ
ジタル産業革命を創造、牽引、支援し、「新しい価値創造」に挑戦し続け、未来の繁栄を創
る！”ことを掲げ、持続可能で豊かな社会作りに貢献し続けてまいります。具体的には、
ペーパーレス会議の推進、リサイクル紙の使用、事業所における節電活動の推進等、省エ
ネルギーの推進を行っております。



ステークホルダーに対する情報提供に
係る方針等の策定

当社は、情報開示について重要な経営課題と認識し、適時・正確・迅速な情報開示に努め
ております。株主様をはじめとするステークホルダーにとって重要だと判断される情報につ
いては法令に基づく開示以外にも当社ウェブサイト等への掲載等積極的に開示を行ってお
ります。

その他

＜女性の活躍に向けた取組みについて＞

当社における女性社員比率は48.5％、女性管理職比率は9.3％です。（2018年4月1日現
在）

当社では、女性活躍のための公平な機会と環境を整備しております。

育児休業制度では最大子が2歳になるまで育児休業を取得することができ、また子が12歳
に達した日の属する学年の終わりまで所定労働時間の短縮措置を受けることが可能で
す。

また、女性に限定せず在宅勤務制度を設けることで、育児と仕事の両立を実現できる職場
環境の整備に取り組んでおります。



Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

(1) 当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

　　管理部門を管掌する役員が中心となって管理業務を所管する部門とともに研修、マニュアルの作成・配布を行うことなどにより、当社及び当社
子会社の取締役及び役職員に対しコンプライアンスの知識を高めるとともに、尊重する意識の醸成を図っております。

(2) 取締役の職務の執行にかかる情報の保存及び管理に関する体制

　　当社及び当社子会社の取締役は、重要な意思決定及び報告に関して、「文書管理規程」に基づき文書の作成、保存、管理及び廃棄を行い、社
内情報を適切に保存・管理しております。当社子会社については、当社の監査等委員及び子会社の監査役が求めた場合、閲覧可能な状態と　　
しております。

(3) 当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　　当社は、取締役会において「リスク管理基本方針」を制定し、管理部門を管掌する役員が中心となって役職者によって構成されるリスク管理事
務局を運営し、リスク管理を行っております。リスク管理事務局は、適宜リスク管理の状況を取締役会へ報告しております。当社子会社におい　　　
ても、その規模及び特性等を踏まえ、当社の社内規程その他の体制に準じた規程等を制定し、損失の危機等の管理に係る体制を整備してお　　
ります。

(4) 当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　　当社は、事業計画を定め、会社として達成すべき業績目標を明確化し、かつその評価方法を明らかにすることとしております。各部門に対し、　
業績への責任を明確化し、業務効率の向上を図っております。当社子会社においても、取締役会を原則毎月１回開催し、経営上の重要な項目　　
について審議及び決定を行っております。

(5) 当社及び当社子会社からなる企業集団における業務の適正を確保するための体制

　　当社は、グループ企業の業務の適正を確保するため、「関係会社管理規程」に基づき、各子会社の状況に応じて必要な管理を行っておりま　　
す。また、グループ全体に影響を及ぼす重要な事項については、当社担当取締役と子会社経営陣とが随時情報を交換し、グループ間の情報　　　
共有・意思疎通及びグループ経営方針の統一化を図っております。

(6) 監査等委員会がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における使用人に関する事項

　　監査等委員会が職務遂行について補助すべき使用人を求めた場合、必要な人員を配置しております。

(7) 前号使用人の取締役からの独立性に関する事項及び当該使用人に対する指示の実行性の確保に関する事項

　　監査等委員会を補助するべき使用人の人事異動に関しては、監査等委員会の意見を尊重しております。また、監査等委員会より監査業務に　
関する命令を受けた使用人は、その命令に反して、当社取締役(監査等委員である取締役を除く)の指揮命令を受けないものとしております。

(8) 当社の取締役(監査等委員である取締役を除く)及び使用人並びに当社子会社の取締役及び使用人が監査等委員長に報告をするための体制

　　当社の取締役(監査等委員である取締役を除く)及び使用人は、会社に重大な損失を与える事項が発生し、または発生するおそれがあるとき、
取締役(監査等委員である取締役を除く)による違法、または不正な行為を発見したときは、直ちに監査等委員長に報告することとしておりま　　　　
す。また、子会社の取締役及び監査役に対しては、当社の監査等委員長に対して、当該子会社に著しい損害を及ぼす事実や不正行為、法令　　
違反に対する相談を直接または間接的に報告出来る窓口を設置し、グループ全体の不正・法令違反防止に向けコンプライアンス強化に努め　　　
ております。

(9) 前号の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取り扱いを受けないことを確保するための体制

　　監査等委員長に対して報告を行った者に対し、当該報告を行ったことを理由として不利な取り扱いを行うことを禁止し、その旨を当社の取締役
監査等委員である取締役を除く)及び使用人並びに当社子会社の取締役及び使用人に周知徹底しております。

(10) 監査等委員の職務の執行について生ずる費用の前払い又は償還の手続きその他の当該職務の執行について生ずる費用又は債務の処理　

に係る方針に関する事項

　　　当社は、監査等委員がその職務の執行について必要な費用の前払い等の請求をしたときは、速やかにこれに応じるものとしております。

(11)その他、監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　　　取締役(監査等委員である取締役を除く)は、監査制度に対する理解を深め、社内環境を整備して監査制度がより効率的に機能するように　　
図っております。代表取締役は、監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するために、取締役会の開催前に監査等委員に対し　　　　
開催日程を通知し、適切な意思疎通及び効果的な監査業務の遂行を図っております。

(12)財務報告の信頼性を確保するための体制

　　　当社は、財務報告の信頼性の確保及び金融商品取引法に基づく内部統制報告書の有効かつ適切な提出のため、「財務報告に係る内部統　
制の整備・運用及び評価の基本方針書」を制定し、内部統制システムの整備及び運用を行うとともに、その仕組みが適正に機能することを継　　　
続的に評価し、必要な是正を行っております。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

　取締役会で承認・決議された「コンプライアンス基本方針」に基づき、反社会的勢力との関係を遮断するにあたって必要な事項が定められた当社
の規程及び規則において、反社会的勢力（犯罪対策閣僚会議により制定された『企業が反社会的勢力による被害を防止するための指針』におい
て定義される「反社会的勢力」をいいます。）との関係を一切遮断することを定め、反社会的勢力による不当要求に対しては、組織的に対応するこ
ととしております。また、平素から、警視庁管内特殊暴力防止対策連合会に加盟し、また弁護士等その他の外部の関係機関と密接な連携関係を
構築するとともに、新規取引の際の契約書に反社会的勢力排除条項を織り込んでおります。



Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

当社では現在、買収防衛策は導入しておりません。

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

当社はコーポレート・ガバナンス強化のため、独立組織である内部監査室を設置し、オプトホールディング及びグループ会社の内部監査を行い、
その結果を代表取締役社長、取締役会、監査等委員会へ随時報告しております。



【コーポレート・ガバナンス体制についての模式図】 

 

 



【適時開示体制の概要】 

 

 


